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山梨県富士山科学研究所中期目標 

 

山梨県富士山科学研究所（以下「研究所」という。）の業務運営について、次のと

おり中期目標（以下「目標」という。）を定める。 

 

平成２６年７月２３日 

 

山梨県企画県民部長 

 

１．基本方針 

研究所は、日本のシンボルであり世界文化遺産である富士山を重点的に研究する機

関として、その自然特性や人との関わりなどについて研究を進めるとともに、富士山

の保存管理や活用方策の構築に向け、科学的な側面から提言を行う。 

さらに、研究成果の積極的な発信や教育事業への活用などを通じ、県民に親しまれ

る研究所となるよう、職員一人一人が日々の業務に真摯に取り組む。 

 

２．目標の期間 

目標の期間は、平成２６年度から平成３０年度までの５年間とする。 

 

３．富士山及び地域環境に係る研究の目標  

これまで環境科学研究所において蓄積してきた研究成果などを活かしつつ、富士山

の自然環境や人との共生に関する研究拠点として、研究所に期待される当面の重要な

役割は、次の３点である。 

○世界遺産・富士山の保全策の構築への貢献 

○富士山火山防災対策の強化への貢献 

○山梨県の環境政策への提言 

これらに対応するため、本計画期間内に重点的に取り組むべき研究の方向性を次の

とおり定める。 

 

（１）富士山の自然特性の解明と保全 

世界遺産としての富士山の価値は、山体そのものの景観に加え、森林や水資源な

どの自然環境がベースとなっており、その普遍的な価値を保つためには、自然環境

が適切に保全されていくことが必須である。こうしたことから、自然環境の現況調

査、自然環境を作り上げている機構の解明、自然環境に悪影響を与えている要因の

解明と保存管理策等に資する調査・研究を行う。 

 

（２）人と自然の共生と富士山の適正利用 

世界遺産登録を受け、富士山を訪れる来訪者は、今後ますます増加するものと見

込まれる。さらに、富士山の自然環境に寄り添って人々の生活や産業活動が営まれ

ている富士山麓では、開発と保全との調和という課題も抱えている。こうしたこと

から、富士山の普遍的価値の適切な活用に向け、来訪者などによるインパクト評価

や、地域住民などを巻き込んだ効果的な保全活動のあり方などに関する調査・研究

を進め、人と自然が共生する地域形成に貢献する。 

また、適正利用に当たっては安全性の確保が必要である。安全な利用に資する研

究も行うこととする。 
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（３）富士山の火山活動と防災対策に関する研究 

富士山火山防災に関する研究拠点として、火山活動の観測、活動履歴や噴火特性

などに関する調査研究を行う。また、気象庁、(独)防災科学技術研究所、大学など、

富士山の火山活動観測・調査研究を行っている機関との連携強化を図りながら、富

士山火山防災対策の強化に貢献する。 

 

（４）地域環境の課題解決に資する研究 

県政上の喫緊かつ早急な取り組みが必要な重要課題に対し、研究員の専門性・創

造性を活かした研究活動を展開する。また、研究所単独では取組が困難な領域課題

に対し、他の県立試験研究機関などと共同・連携して取り組む。 

 

４．教育事業、情報の収集・提供業務に関する目標  

富士山を中心とした県内の環境全般に関する県民の理解を深めるとともに、自然解

説ガイドの養成などを図るため、研究所の研究成果などを取り入れた新たな環境教育

プログラムの開発及び実施を進める。 

また、富士山の自然や県内の環境全般に関する各種情報を収集・整理し、提供する。 

その際、特に利用者の関心が高いテーマに関する資料にアプローチしやすいよう掲 

示や検索などの利便性の向上を図る。 

さらに、富士山世界遺産センターなど世界遺産関連機関と連携・調整を図りながら、

学習展示室における展示内容を見直す。 

 

５．研究成果等の情報発信、交流業務に関する目標  

県民への説明責任を果たし、研究所活動の成果を県民に還元するため、研究成果を

はじめ環境教育事業等の活動内容について、積極的な広報に努める。 

さらに、富士山を中心とした県内の環境全般に関するセミナーやシンポジウムを一

層充実させるとともに、富士山世界遺産センターをはじめとする世界遺産関連機関や

環境教育関連機関等と連携を図りながら、地域一体となった交流活動を推進する。 

 

６．業務運営の効率化に関する目標  

本目標に沿って中期計画を策定し、研究活動などを計画的に展開する。行政や社会

のニーズを研究活動に反映させ、研究成果や研究所の機能を有効に活用するため、本

庁関係所属との連携体制を構築し、逐次情報交換・協議などを行う。 

また、人員の配置や組織編成などを弾力的に見直し、研究開発の重点化や研究ニー

ズに柔軟に対応する。 

研究所運営にあたっては、内部評価の導入に加え、運営委員会や課題評価委員会な

ど、研究所の運営や研究など諸活動に対する第三者評価を実施し、組織や業務運営、

活動内容などについて不断の見直しを行う。 

効率的な組織運営のため、研究所内での情報共有と担当者間の連携・協議のための

体制を構築し、それらを活用する。 

さらに、外部資金の積極的な獲得を目指す一方、大学をはじめ他の研究機関などと

の連携・協力関係を強化する。 

本目標や中期計画などを踏まえ、各職員が創造性を持って職務に取り組むとともに、

所長のリーダーシップの下、研究所が一体となって県民からの期待に応え得る業績を

上げるものとする。 


